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売 上 総 利 益 分 析 に つ い て

藤 田 芳 夫

1は じ め に

商品売買損益分析 の 第一歩 は 売上総利益 と純利益 の 金額的変化 および

売上総利益率や売上純利益率の変化がいかなる原因で発生 したかを歴史的資

料(historicaldata)の 範囲内でごく大づかみに明 らかにすることである。

商品売買損益分析の第二歩は,そ うした過去資料に もとつ く分析をより詳

細なものにす るだけでな く,販 売予算のごとく予算統制技術に したがって予

測資料 との比較分析を行 ない,そ うした金額的 ・比率的変動をもた らした要

因を分析 し,さ らに必要 とあれば,こ うした分析の背後にある質的要因がな

にであるかを種 々な角度か ら明らかにす ることである。.

販売益分記法か ら商品勘定の三分法にいたる論理の展開については,拙 稿
(1)

「商品勘定分割への新 らしいアプローチ」 として試論 を 述べたが,入 門課程

の簿記学における商品(勘 定)に は,こ のほかにも改善すべき点が多 く残 さ

れているように思われ る。その一つとして,上 述の売上総利益分析をあげ る

ことができるだろ う。

なぜな ら,商 品についての基本的決算処理手続を補足す る問題点 として,

売上原価の決定や期末棚卸商品の評価の問題を無視することは勿論できない

が,た とえぽ棚卸商品の物理的減損や低価法の適用の問題のように,こ うし

た問題は,そ れだけでは財務会計理論の側面を強 く印象づけ るに止 まり,商

品の売買 とい う最 も基本的な経営活動 と簿記 との関連を把握 させ るには不充

分であることを まぬがれないか らである。

この意味で,売 上総利益分析(GrossProfitAnalysis)は 管理会計的側面
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への展望を与えるだけでな く,財 務会計理論の理解にとっても寄与するとこ

ろが大きいであろ う。

さいわい,売 上総利益分析の基本的方法は標準原価計算や予算統制 システ

ムを必 らず しも前提条件 として必要としない。二時点の損益計算書の比較に

より,歴 史的資料の範囲内で,ご く大づかみではあって も基本的分析方法を

提示しうるとい う長所を もっている。

か ような観点か ら,以 下に詳細な内部会計資料を必要 としない範囲で売上

総利益分析の方法を検討 してみたい。

2単 一商品の売上総利益分析

通 常,企 業 は 複数 の商 品 を販 売 して い る。 しか し,売 上総 利 益 分析 の 方法

の基 本 的 な型 は単一 の商品につ いての売上総利益分析にほか な らない。 この

観点か ら,B.R.CopelandはSalesMixま た はProductMixと い う条 件

を排 除 し,売 上 総 利 益 分 析 の 最 も単 純 な例 と して単一商品を取扱 う企業を仮
く　ラ

定 して説明している。 以下,Copelandの 例を数式で整理補充 しなが ら,売

上が単一商品か らなる場合の売上総利益分析の方法を検討 してみ よう。

比 較 損 益 計 算 書

純 売 上 高

売 上 原 価

売上総利益

差 引

給 料

販 売 費

その他の費用

純 利 益

第1年 度 第2年 度

$220,000$270,000

110,000162,000

$110,000$108,000

20,000

36,000

24,000

20,000

47.550

31,700

$30,000$8,750

(第1表)

(1)第 二年度における利益減少の分析

いま,第 一年度 と第二年度の比

較損益計算書が第一表の通 り与え

られている。第二年度には販売量

の増加を図るため第一年度の販売

価格よりも9吉%切 り下げた価

格で販売 したものとする。また,

給料は固定的で販売量 とは無関係

であるとす る。

上記の比較損益計算書の分析において,第 一に着手すべき点は比率分析で
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あろ う。第二年度は第一年度に比 し,売 上総利益および純利益がともに低下

しているが,こ の下落は単に金額でみるだけでな く,比 率を計算 してみると

108,000一層 明白に なる。第二年度 の売上総利益率 は=・40%で,こ れ は 第 一
270,000

110,000

年 度 の売 上 総 利 益 率 呂50%に く らべ て10%の 低 下 で あ る。 また,220
,0008

,75030,0∞
売上高純利益率でみると第二年度は=・3.24%で 第 一年度の

270,0∞220,000

==13 .64%よ りも大巾に低下 している。

か ように,比 率を算出することにより,利 益の減少が より明白になるが,

この減少がなぜ発生 したかを分析す るためには損益計算書の内容を比較 しな

けれぽな らない。 このため第二表を作成 してみると,利 益の増加すべ き要因

純 売 上 高

売 上 原 価

売上 総利益

第1年度 第2年 度

220,000270、000

110,000162,000

110,000108,000

20,00020,000

36,00047,550

24,00031,700

利 益 の
減少要因

52,0∞

給 料

販 売 費

その他の費用

11,550

7,700

純 利 益 30,000 8,750

71,250

利 益 の
増加要 因

50,000

θ21,250

71,250

益
少
利

oo

総
減

ゆ

上

2

売

の

e

ー

(第2表)

費用 の増加

e19,250

e21,250

として 純売上高 の増加$50,000が 明 らか に な るが,他 面,利 益 の減 少 要 因

と して 売 上 原価 の増 加$52,000が あ り,ま た 販 売 費 と そ の他 の 費 用 がそ れ

純 利 益 減 少 説 明 書

純売上高の増加による純利益増加要因

次の原因による純利益減少要因

売上原価の増加$52,0∞

販売費の増加11,550

その他の費用の増加7,7CO

純利益減少額

(第3表i)

$50,000

71,250

$21,250

それ$11,550と$7,700

計$71,250増 加 して い る

ことが判 明す る。 したが っ

て,純 利 益 は$21,250減

少す る こ とにな る。 これ を

報告 書形式 で まとめた もの

が第三表 である9



一62一 商 学 討 究 第17巻 第3号

(2)売 上高変動における数量変動分と価格変動分の分離

第二年度売上高 の対前年増加額$50,000は 販売価格 に 変化がなければ,

ただちに販売数量の増加に起因す ることになる。 しか し,販 売価格が変化す

る場合には,数 量に よる変動分 と価格による変動分を分離 して考察す る必要

がある。

本例では価格切 り下げに よる販売量の増加を意図したのであるか ら,価 格

を基準年度(第 一年度)の まま不変 として 第二年度 の 販売量の増加を計算

し,つ いで価格の切 り下げによる販売収益の犠牲がい くらであるかを明 らか

にす るのが自然であろ う。
第1年 度 第2年 度 差 額

か ように考えると・二つの年度の売 売 上 高S
、S、S、_S、

上総利益の差額を分析す る一般的方式 売上 原価C、C,C、-C1

は次のようになる。第四表か ら明らか 売上総利益G・G2G2-Gl

(第4表)なよう
に,売 上総利益の差額(G2-Gl)

は二つの年度の売上高の差額(S2--Si)と 二つの年度の売上原価の差額(C2-

C1)か ら合成 されている。 すなわちG・-Gl・=(S2-S1)一(C2-Ci)で ある。

ところで,二 つの年度の売上高の変動は販売数量の変化 と販売単価の変化

に よりひき起 こされ,二 つの年度の売上原価の変動 も同様に販売数量の変化

と単位原価の変化によって発生する。いま,第 一年度 と第二年度におけ る販

販売単価 販売数 量 単 位原価

第1年 度PIQlU1

第2年 度P2Q,U2

(第5表)

S・,・一・S,=P2Q2-PIQ1

売単価,販 売 数 量,単 位 原 価 を第 五 表

の よ うに表 わ す とすれぽ,S1,S2は そ

れ ぞれ

S,=piQIS2=P2Q2

とな り,売 上高 の差 額 は

で 示 され る 。 また,C、=UIQ1,C2・=U2Q2で あ るか ら,売 上 原 価 の 差 額 は

C2-C,==U2Q2-UIQ,

で 示 され る 。
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本節 の問題に とっては,S2-S1・=P2Q2--P、Q、 を数 量 変 動 分 と価 格変 動 分

に分 離 すれ ば よい のであ るが,上 述 の一 般 方式 に は重 大 な制 約 が含 まれ てい

る ことを明 らかに しておかねばな らない。す なわち,上 述 の方 法 に は 売 上 に

お け る商 品 構成(SalesMix,productmix)が 単 一 で あ る と仮定 す るか,そ

れ と も複数 の商 品 か ら構 成 され ていて も平均値 で よい とい う暗黙の前提 条件

が入 っていると言 う点である。

売 上高 を構成 す る商品 の問題,す なわ ちSalesMixを 考 慮 す る と上述 の 方

法 は適 用 範 囲を限定 され ざるをえな くなる。 この点につ いては後述す るとこ

ろにゆず る。 しか し,上 述 した と ころ に した が って 以下 に展 開す る方法が論

理 的に基本 的な ものであ るとい う性格には何等の影響 もない。 この意味 で,

SalesMixを 除 外 したCopelandの 例 に よ り分 析 を進 め てみ よ う。

販 売価格 に変 化が なか った もの とした ときの 第二年 度 の売 上高 をS3と す

れ ばS3・ ・=P、Q2で あ り,本 節 の は じめ に 述 べ た よ うに(S2-S1)を 数 量 変 動

分 と価 格 変 動 分 に 分 解す るとい うことは,(S2-S1)を

S2--S1==(S3～Sl)十(S2～S3)

に変 形 しよ うとい うこ とで あ る。

第 一年 度の価格P1を 基準 と した 第二 年 度 の価 格変 化 率をdと す れ ぽ

P2==P1(1十d)

で あ るか ら,S2を 変 形 す れ ぽ次 の よ うに な る

S2・・P,Q2-P,(1+a)Q2=-PIQ,十dPIQ2

しか るにP、Q2-S3で あ るか ら

S2=S3十as3

した が って,第 二 年 度 の 売 上 高 と第 一 年 度 の 売 上 高 と の 差 額 は

S2-S1==(S3十as3)-S1

=(S3--Si)十4Ss(1)

(1)式 は 次 の よ うに もな る。 す な わ ち

aS3=-dP,Q2
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しか る にdP1==(P2-P1),ゆ え に

aS3=(P2-Pi)Q2=P2Q2--P,Q2・ ・S2-S3

ゆ え に

S2-S1富(S3-Sl)十(S2--S3)(2)

とな る。 す な わ ち,売 上 高 変 動 を 数 量 変 動 分 と価 格 変 動 分 に 分 解 す るに は,

(1)ま た は(2)式 の い ず れ か を 用 い れ ば よ い こ とに な る 。

と こ ろ で,本 例 で はP1もQ2も 直 接 に は 与 え られ て い な い 。 そ こでdを

用 い てS3を 算 出 す る。

葛 一譲 一瓦(Pll十d)='-i-ia∴s3「 瀞

本例では1÷4一 岳 であるか`?亀 十27・,∞ ・-297,∞ ・ となる・

そ こで(1)式 に したが え ば

S・-S・"=(297,…-22Q,…)一 十 ×297・ …

=77000-27000
,,

ま た,(2)式 に し た が え ぽ

S2-S1=(297,000--220,000)十(270,000--297,000)

=77∞0-27000
,D

とな る。 これを報告書形式で示せば第六表の通 りであ る。

純売上高増加分$50,000の 内容分析表

数 量 変 動 分

第1年 度売上高

第1年 度価格に換算した第2年 度の売上高

価格不変と仮定した場合の数量増による収益増加

価 格 変 動 分

$220,000

297,000

第2年 度実際売上高 $270,000

297,000

$77、000

第1年 度価格での換算売上高

価格切下げによる収益減少

売上高純増加分

27,000

$50,000

(第6表)
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Q,Q,・

(第7表)

量 の 増 加 部 分 に つ い て 価 格 切 り下 げ に よ る 減 収 部 分 で あ る 。

の 分 析 を 行 な っ て い な い け れ ど も,次 の よ うに し て 行 な う こ とが で き る。

第 二 年 度 に お け る数 量 増 加 分 をdQと す れ ぽ,Q2-Q,+dQで あ る か ら,

4S,は(3)式 の よ うに な る 。

as3・=4P,Q2===ap,(Q1+dQ)

∴aS3=4P,Q1+4PidQ(3)

dQは 不 明 で あ るが,P、Q,・S1で あ るか ら右 辺 のapldQは 左 辺 か らdS,

を 引 く こ とに よ り求 め る こ と が で き る。 す な わ ち

4S3・=4S1十dP,dQ

∴dP・dQ-aS・-aS…a(S・-S1)一 吉 ×77,…-7,…

1また は
・aPi4Q=-27・ooO一 了i×220・ooo・-27・ooo-20・ooo=・7・ooo

す なわ ち,価 格切 り下 げ に よ る$27,000の 収 益減 少 は 基 準年 度 の数 量 を

維 持 した場合,価 格切 り下 げ に よる収 益 減 少 部 分(A部 分)$20,㎜ と,販

売 数 量 の増 加 分 に つ い て発 生 した収 益減少部分(B部 分)$7,000か らな る

の で あ る。 これ を 報 告 書 の形 に まとめ ると第八表 の よ うにな る。

なお,上 述 の分析 は 売 上高 の変 動

を二 つ の部分 に分けたのであ るが,

dS3部 分 は第 七 表か ら明 らか な通 り,

A・B二 つ の部 分 に 分 け る こ とが で

き る。Aの 部 分 は 図 か ら明 らか な よ

うに,販 売 数 量 に変 化 が なか った と

した場合 に,価 格切 り下 げ に よ る収

益 の減 少 部分であ り,Bの 部分 は数

Copelandは こ

(3)売 上原価の変動における数量変動分 と価格変動分の分離

以上により純売上高の変動が販売数量の変化による変動分 と販売価格の変

化に よる変動分に分離 しうること,さ らに後者は二つの部分に分析可能であ
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純売上高増加分$50,000の 内容分析表

数 量 変 動 分

第1年 度売上高$220,000

第1年 度価格に換算 した第2年 度売上高297,000

価格不変 とした場合の数量増による収益増加(+)$77,000

価 格 変 動 分

第1年 度数量に対す る価格切下効果$20,000

数量 ・価格変動分

第2年 度数量増加分に対する価格切下効果7,000

価格切下による収益減少 ←)27,000

売上高純増加分(+)$50,000

(第8表)

る ことを見 た の で あ るが,売 上 原 価 に つ い て もま った く同 じ方法が適用で き

る。

本例では売上原価 は 第一年度 の$110,000か ら 第 二年 度 の$162,000へ

$52,000増 加 した の で あ るが,以 下 の 分析 の た め,第 四 表 第 五 表 のほか,単

位 原価 の 上昇 率 をuと し,U2-U1(1+の の 関 係 が あ る もの と し,ま た第 一

鞭 の売上酬 売上原砒 率をR1と 撫 乱R1書 である・

以上 の よ うに定 義す ると,第 二 年 度 の売 上 原価C2と 第 一年 度 の売上 原 価

CIと の差 額 は

C2-Ci-U2Q2-UIQl

で あ る。 前 節 で 述 べ た よ うに,ま ず 単 位 原価 に は変 化 が な か った もの とし,

売 上 数 量 の変 化 が 売 上 原価 に お よぼ した影響を第一 に明 らかに し,次 いで 単

位 原価 の変 化 が どの よ うな影響 をお よぼ したか を見 ることに しよ う。

単 位原価 に変化 がなか った場 合,第 二年 度 の 売上 原価 をC3と す れ ぽ

C3・=UIQ2

で あ る。 このC3を 使 用す れ ば,(C2-C1)は 次 の よ うに な る。

C2-C1-U2Q2-UIQt=Ul(1十 のQ2-U,Qi

-UIQ2+uUIQ2-U,Ql
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==U,Q,-U,Q,十uUIQ2

しか る にU,Q2-C3,UIQI=Clに 他 な らな い か ら,上 式 は

C2-Ci・=くC3-C1)十uC3(1)

と な る 。 この 式 は 第 二 年 度 の 売 上 原 価 と第 一 年 度 の 売 上 原 価 の 差 額$52,000

は 単 位 原 価 を 不変 と した 場 合 の 数 量 変 動 に よ る売 上 原 価 の 増 加 分(C3-C1)

と,価 格 を 不変 と した 場 合 の計 算 上 の 売 上 原 価C3に 単 位 原 価 の変 動 率 を 乗

じた も の の 和 で あ る こ とを 示 して い る。 この(1)式 の 構 造 は 前 節 の(1)式 と ま っ

た く同 一 で あ る。 した が っ て,こ れ は 前 節 の(2)式 と 同 じ形 に 変 形 す る こ とが

で き る。 す な わ ち,

C3・-U,Q2

.'.uC3=・uUIQ2

と ころ がU2=U1(1+U)で あ るか ら,UU1=・U2-Ul

した が って

uC3'=(U2-Ui)Q2・ ・U2Q2-UiQ2-C2-C3

.●.uC3==C2-C3

か く し て(1)式 は 前 節 の(2)式 と 同 様 に

C2-Cl==(C3-Ct)十(C2-C3)(2)

と な る。

と こ ろ で,本 例 で はC3は 直 接 に は 判 明 しな い 。 そ こでRlを 用 い る 。 定

義によりR1書 である・ 即 鴇 一笠 である・したがってR1一 舞

なる・なぜなら影 鴇 遷 であるカ・ら・か くして

C3=RIS3

とな り・C・ は前 節 で算 出 したS・-297,… にR1-lll:lll一 去 鵬 け れ ば

よ いo

C・ 一 ÷ ×297,…-148,5・ ・

そ こで,
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C2-Ci==(C3-C1)十(C2-C3)

冨(148
,500--110,000)十(162,000--148,500)

==38
,500→-13,500

となる。 これを報告書形式で示せ ぽ第 九表 の よ うに なる。

売上原価増加分$52,000の 内容分析表

販売量増加に よる売上原価変動分

第1年 度売上原価$110,㎜

第1年 度の単位原価に換算 した第2年 度 の売上原価……148,500

販売量の増加による売上原価 の増加分'$38,500

単位原価の上昇に よる売上原価変動分

第1年 度の実際売上原価$162,000

第1年 度 の単位原価に換算 した第2年 度の売上原価……148,500

価格上昇に よる売上原価の増加分13,500

$52,㎜
(第9表)

前 節 で分 析 した よ うに,売 上 原価 の変 動 分 につ い て も,単 位 原 価 の上 昇 に

よる売 上 原価 の変動分 を前年度 の数量 を維持 した場合 に価格変 動 の影響を受

けた部分 と,今 年 度 の数 量 増 加 部 分 に つ いて価格変動 の影響を受 けた部分 と

に区別す ることがで きる。すなわ ち,uC3・=uUIQ2で あ るが,Q,・Q,+4Qを

考慮 す れ ぽ,

uC3=・uU1(Ql+AQ)=uUiQ,+uUi∠Q

.'.uC3=uCI+uUidQ(3)

とな る。 第9表 を作 成 す る段 階 でuC3=C2-C3=・13,500で あ るか ら

C2-C313,5001
　コ 　 りへ　 コ　　 　 コ 　C

3148,50011

を 求 め る こ と が で き る 。 し た が っ て(3)式 でdQが 直 接 判 明 し な く て もuU1∠Q

を 求 め う る 。

uU・aQ・=uC・-uC1==13,5・ ・一 一ilr×11・,…=-13,5・ ・-1・,…

し た が っ て,

uC3==10,000十3,500
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すなわち,単 位原価 の上昇に よる売上原価の変動分は基準年度の数量につい

て単位原価 の上昇による 増加分$10,000と 第二年度の数量増加分について

の売上原価増加分$3,500と か らなることが判明す るのである。以上を報告

書の形で まとめれば第一〇表のようになる。

売上原価増加分$52,000の 内容分析表

数 量 変 動 分

第1年 度売上原価

第1年 度の単位原価で計算 した第2年 度 の売上原価……

単位原価不変とした場合の数量増による原価の増加

価 格 変 動 分

第1年 度数量に対す る単位原価 の上昇効果$10,000

数量 ・価格変動分

第2年 度の数量増加分に対する単位原価の上昇効果……3,500

単位原価の上昇に よる売上原価の増加

売上原価純増加分

(第lo表)

$110,000

148,500

$38,500

13,500

$52,0∞

3売 上-商品構成 を考慮す る場 合の問題点

一 一売 上高の変動 分析

売上が複数 の商品か ら構成 されてい る通 常の場合,SalesMixす なわ ち商

品構 成 を どの よ うに 取扱 えば よいかを考察 してみ よ う。
　の

Matz,Curryお よびFrank三 氏 は 次 の よ うな例 を あげ て お られ る。三氏

に よれ ば,ま ず 第 一 一 表 に 示 す 比 較損 益 計算書が あ り,次 に 各年 度 の 売 上高

比 較 損 益 計 算 書

第1年 度 第2年 度

売 上 高120,000140,000

売 上 原 価100,000110,000

売 上 総 利 益20,00030、000

(第11表)

変 化

①20,000

①10,000

㊦10,000

の商 品別構成 が第一二表

の よ うに示 され るとき三

氏は これについて第一三

表 の よ うな分析 を行 な っ

て お られ るのであ る。

Matz,Curryお よ び
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商

商

商

品

品

品

二第1年 度売上高の商品構1匙

販 売 価 格 販 売 数 量

X$5.008,000

Y4.007、000

Z2.6020,000

第2年 度売上高の商品構成

金 額

$40,000

28,000

S2,000

$120,000

商

商

商

品

品

品

額

㎝

㎜

㎜

・。

金

砥

筑

⑩

$

⑩閑$

量

oo

oo

oo

数

ゆ

』

⑩

売

10

4

20

販格

60

50

00

価

臥

&

翫

売販

$X

Y

Z

(第12表)

第2年 度実際売上高

第1年 度価格に換算した第2年 度売上高

X=10,∞0×5.0==50,000

Y=4,∞0×4.0・=16,000

Z=・20,000×2.6=52,000

販売価格上 昇に よる売上 増加分

第1年 度価 格に換算 した第2年 度 売上 高

第1年 度実際 売上 高

販 売数量減 少に よる売上 減少分

(第13表)

(a)

P1=X=5.0100%8,000

Y=4.080%7 ,0CO

Z==2.652%20.000

$140,000

118,000

$22,000

$118,000

120,000

$2,000

実際数量(b)換 算数量(a×b)

8,000

5,600

10,499

24,000=Q1

(第14表)

Frank三 氏 は この第 一 三 表

を作 成 す る方 法 につ いては

何 等具体的 に述べ られてい

ないが,こ こに示 され て い

る結 果 か らい えば三氏の方

法は前章で展 開 した方法 と

基本 的に 同一であ るとみな

し うる。

したが って,X,Y,Zの

三 種 類 の商 品 が 存 在 す る と

き,売 上高 の変 動 分析 を行

な うに は前章 と同様にPi,

Q,,P2,Q2を 決 定 しなけ れ

ば な らな い。 と ころが売 上

高 は幾つか の商品に よって

構成 されて いるのであ るか

ら,X,Y,Zの 三 つ の商 品

の うちか ら企 業 に と って最

も重要な商 品の価格 を基準

として採用す るか,そ れ と

もなん らか の基 準 に よ り計

算上の基準価 格P且 を決 定

しなけれ ば な らな い。

い ま,商 品Xの 第 一年 度

の価 格$5,00をPlと して 採用 す れ ば,第 一年 度 の 計 算 上 の販 売数 量Q1は

第 一 四 表 の よ うに24,000個 と算 出 され る。

と ころ で,第 二 年 度 の販 売価 格P2と 販 売 数量Q2と は,ど の よ うに して
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決定 され るだろ うか。 この場合,第 一年 度 の価 格 ウエ イ トをそ の まま用 いて

Q2を 算 出 し,Q,に よ ってP2を 決定 す る方 法 と,第 二 年 度 の価 格 ウエ イ ト

を 使 用 してQ2を 算 出 し,第 二 年 度 のXの 価 格 を そ の ま まP2と す る方 法 と

い う,少 な くと も二 つ の方 法 が考 え られ るが,Matz,Curryお よびFrank

三 氏 の示 して い る第 一 三 表 では,実 は第 一 の方 法 が と られ て い る。す なわ ち,

第 一年 度 の販 売価 格 と して商 品Xの 売価 を 採 用す る ことは,同 時 に第 一年 度

のXYZ三 種 類 の商 品 の 販 売価 格 比 率(100:80:52)を も基 準 と して 採用

し,第 二 年 度 に お い て もそ の ま ま維持 され るもの と考 えているのであ る。

この前提 の もとでは,ま ず 計 算 上 のQ2を 算 出 し,つ い でP2を 決定 す る。

X

Y

Z

(a)

100%

80

52

(b)(a×b)

10,000コ10,000コ

4,0003,200

20,00010,400

23,600コ=Q2

(第15表)

の計算上の販売価格P2は

恥一畠 」 砦 器$5・932

と な る 。 ま た,4は

P2・=Pi(1十 の

∴4一 壱(P・-Pi)一 ・・1864

S3,dS3に つ い て は

したが って,基 準価 格P1お よびそ

の と きの価 格 構成 が 不変 と仮定す

れば,第 二 年 度 の 計算 上 の売 上 数

量Q2は 第 一 五 表 の よ うに23,600

個 とな る。 した が って,第 二年 度

S,==PIQ2=5.o×23,600=・118,000

dS3==0.1864×118,000=一 ・21,995÷22,000

と な る 。 こ れ ら を 前 章 で 示 し た 方 式 に し た が っ て ま と め れ ば,

S2-Si=(S3-Si)十dS3==(118,000-120,000)十22,000

ま た は

=(S3-S1)十(S2-S3)
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=(118
,000-120,000)十(140,000-ll8,000)

=-2
,000十22,000

とな る 。 報 告 書 形 式 で ま と め れ ば 第 一 六 表 の よ うに な り,第 一 三 表 に 示 した

Matz,Curry,Frank三 氏 の 解 法 と同 一 に な る。

純 売上 高増加分$20,000の 内容 分析表

数 量 変 動 分

第1年 度売上高$120,000

第1年 度価格に換算 した第2年 度売上高118,000

価格不変 とした場合の数量減少に よる収益減少$e2,000

価 格 変 動 分

第2年 度実際売上高$140,000

第1年 度価格に換算 した第2年 度売上高118,0∞

価格上昇に よる収益増加分 ㊥22,㎜

売上高純増加分$㊥20,000

(第16表)

か よ うに,SalesMixを 考 慮す る場 合 で も,上 述 の基 本 的 分析 方 法 は一 応

適 用 で きる。 しか し,こ うした 平 均値 に よる方 法 に は 重 要 な 制 約条件 があ

る。それ は,第 二 年 度 のP2が 果 た して妥 当 な意味 を 持 って い るか否 か とい

うことで ある。 また,こ の よ うに して決 定 され るQ1,Q2が 売 上 原価 の 分析

に際 して有 効 か ど うか とい う問題 であ る。

まず,第 一 の問 題 す なわ ち第 二 年 度 のP2が 果 して 妥 当 な意 味 を も って

い るか否 か とい う点を検討 してみ よ う。

Matz,Curryお よびFrank三 氏 の分 析 で は,

P1=5.00Q1-24,000

P2-5.392Q2-23,600

とい う一一組 の デ ー タを前 提 と して 分析 を進め ているのであ るが,そ の際 基 本

的 な仮 定 と して,第 二 年 度 に お い て もXYZと い う三 種類 の商 品価 格 につ い
'
て,そ の 相対 的比 率 が 不変 で あ る と した。 しか し,第12表 か らも明 らか な

ほ

よ うに,こ の前 提 条 件 は 実際 に は み た され ていない し,P2-5.392と す る と
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き,第 二年度の商品Xの 実際の価格$6.60と も相当かけはなれている。 し

たがって,第 二年度の基準商品 として依然Xを 選ぶにせ よ,商 品の相対的価

販 売 価 格 比 率(a)数 量(b)(a×b)

商 品X$6.60100%10,00010,000

Y3.SO534,0002,120

Z3.0045,520,0009,100

Q2=21,220

(第17表)

140,000Q

2は21,220個 と な り,P2は21
,220

Pl)=-e.32と な る 。

し た が っ て,

組 の デ ー タ が え ら れ る 。

P,=・5.00Qi=24,000

P2==6.60Q2-21,220

4=o.32

一6 ・5975÷6・60・ ま た4「5-(P・ 一

格比率が不変であるとい う

仮定を廃棄す る方が より現

実的であろ う。

もし,こ のように考える

と,第 一七表に示すよ うに

l

I

Matz,Curry,Frank三 氏 が 使 用 した も の とは ち が う も う一

S3==P,Q2=・5×21,220--106,100

こ れ に よ っ て,売 上 高 の 変 動 分 析 を 行 な え ぽ,

S2-Sユ;(S3-S1)十4S3=(106,100-120,000)十 〇.32×106,100

==-13
,900十33,952

がえ られ,数 量変動分,価 格変動分ともに第一三表または第一六表に示 した

解よりも著 るしく大きくなる。

この二つの方法のいずれがより妥当であ るかは,第 一に商品Xが 代表性を

もち,商 品間の相対的価格比率が安定 している場合には第一の方法が妥当で

あるが,商 品Xが 代表性を持 ってはいても,商 品間の相対的価格比率が大 き

く変動する場合には,第 二の方法が妥当であるとい うことになる。 しか し,

商品Xが 代表性を失えば,い ずれの方法 も妥当ではな くなるであろ う。
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4売 上商品構成を考慮す る場合の問題点

売上原価の変動分析

前章 ではSalesMixを 考 慮 す る場 合,第 二 章 で 展 開 した方 法 が 売 上 高 の

変 動分析 に一応適用で きる ことを示 したが,売 上 原価 の変 動 分 析 に適 用 可 能

か ど うかを検討 してみ よ う。

前例で売上原価 はC2-Ci・=110,000-100,000・-10,000だ け 変 化 して い る

こ とは ただ ちに 判 明す る。Matz,Curryお よびFrank三 氏 は この(C2一

原 価 資 料C1)を 第 一 八 表 に 示す 原 価 資料 に

敵

X

Y

Z

X

Y

Z

第1年 度

単 位 原 価 数 量

$4.008,000

3.507,000

2.17520,000

第2年 度

$4.0010,000

3.504,000

2.8020,000

(第18表)

第2年 度実際売上原価

金 額

$32,000

24,500

43,500

$100,000

$40,000

14,000

56,000

$110.000

より,第 一九表に示す ように数量

変動分と価格変動分に分解 されて

いる。

第一九表を調 らべれば明 らかな

ように,こ れを作成す る方法 も実

は売上高 の 変動分析 で 用いられ

た方法 と 同様に,第 二章 で 展開

した 方法 に 他ならない。 す なわ

ち,

$110,000

第1年 度 の単 位 原 価 で 計 算 した 第2年 度 の売上 原 価

X=10、OOO×4.00==40,000

Y=4.000×3.50=14,000

Z=20.OOO×2.175=43,500

合計

原価の上昇による売上原価の増大

第1年 度の単位原価で計算 した第2年 度の売上原価

97,500

第1年 度の実際売上原価

数量減少による売上原価の減少

$12,SOO

$97.500

100,000

$2,500

(第19表)
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C2-CI==(C3--Cl)十uC3

また は

==(C3-Cl)十(C2-C3)

の 方 式 が 使 用 され て い る の で あ る。

そ して 第 一 年 度 の 単 位 原 価U1と して 商 品Xの 単 位 原 価$4.00を 採 用 し,

舞肇解 韓 驚 鷺 慧窟肇
X100%10.0∞10,000し て は 表 面 に は 現 わ れ て い な い

Y87岳4'0003'500が
,第 二 〇 表 に示 した計 算 か ら明

Z54.37520,00010,875

らか な よ うに 実 質 的 に24,375個24
,37三

(第20表)と 考 え,し た が っ て,

U・一」差 欝 一4・513と み な して い る こ とに な る・

Matz,Curry,Frank三 氏 の 方 法 で 注意 す べ き点は 第 ニ ー表を見れば 明 ら

か な よ うに,売 上高 の変 動 分 析 を行 な うと

き使 用 したQ,,Q2と 売 上 原価 の変 動 分 析

に際 して使 用 したQl,Q2と が 異 な る こ と

で あ る。 す な わ ち,三 氏 の 方 法 に したが え

ば,売 上高 の変 動 分 析 を 行 な うときのQ,

は24,000で あ るが,売 上 原価 の 変 動 分 析

売 上 高 の変 動 分 析 に お け る値

P,・=5.ooQ,=24 ,000

P2・=5.932Q2=23 ,600

売上 原 価 の 変 動 分 析 に お け る値ノ
Ul=4.ooQl==25

,000

U2=4.513Q2=・24 ,375

(第21表)

を行 な うときのQ,は25,000と な り,本 来 同一 で なけ れ ば な らぬ 売上 数量 と

原価数量が別物に なって しま う。 これ は三 氏の方法に おけ る矛盾であ ると言

わ ざるをえない。

この矛盾は三氏が売上高変 動分析 と売上原価変 動分析を結合 して第二二表

の よ うな総合 的分析 を行 なわれ る とき最 も明瞭 に現われ る。 この第二二表 の

最上部 で行 な ってい る計算 は

PIQ2S3

HIIll

5.00×23,600=-ll8,000
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第1年 度価格に よる第2年 度売上

第1年 度原価に よる第2年 度売上原価

差額

$118,㎜

97,500

第1年 度の平均売上総利益率X第2年 度数量

商品構成の有利な変動による差額

$20,500

19.427

第1年 度 の平均売上総利益率 ×第2年 度数量

$1,073

基 準 売 上 高(第1年 度)

〃 売上原価(J〃)

$120,000

100,000

$19.427

差 額

不利な数量変動分

20,000

$573

(第22表)

と

UlQSC・

111111

4,00×24,375==97,500

として計算されたS3とC3の 差額であ り,Q2とQlと の不一致に全然考慮

が払われていない。また,第 二の計算区分では,第 一年度の売上総利益率が

維持されるとき第二年度 に 期待され る売上総利益 が 計算 してあるが,こ の

$19,427は 三氏に よれぽ,ま ず商品一単位当 りの売上総利益

第1年 度の売上総利益20,000 =0 .5714

第1年 度の実際数量35,000

を算出し,つ いで 商品の ウエイ トを 考慮 しない 第二年度の実際数量34,000

と掛合せた もの(0,5714×34,000-・19,427)で ある。 したがって,第 二二表

の第二区分の計算には,売 上高の変動分析 ともまた売上原価の変動分析 とも

異なる第三の基準が何等の論理的一貫性 もな く無雑作に導入されていること

になる。

こうした論理の矛盾は,実 は第二三表に示す ように各年度における販売価

格の相対的比率 と売上原価の相対的比率が異なるに も拘 らず,そ のちがいを

無視 して売上高の変動分析には第一年度の販売価格の相対的比率を使用 し,

売上原価 の変動分析には第一年度の単位原価 の相対的比率を使用 したためで

ある。



X

Y

Z

X

Y

Z

売 価

$5.00

4.OO

2.60

売上総利益分析について(藤 田)

$6,60

3.50

3.00

第1年 度

価 格 比 率 原 価 比 率

100%100%

8087.5

5254.375

第2年 度

100%100%

5387.5

45.570

(第23表)

単 位 原 価

$4.00

3,50

2.175

$4.00

3.50

2.80
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し た が っ て,Matz,

Curry,Frank三 氏 が行

な った 方 法 が 矛盾 な く適

用 され うるためには,実

は 第 三 章 で指 摘 した よ う

に 商 品Xが 代 表 性 を持

ち,商 品 の 販売 価 格 間 の

相対 的比 率 が安定 してい

るとい う条件 の外に,さ らに第 一 年 度 に おけ る単 位 原価 の相対 的比率が販売

価格 の相対的比率(100:80:52)に 等 しい とい う条件 が必 要 に な る。換言す

れ ば,XYZ三 種 類 の商 品 の売 上総 利 益 率 が 等 しけれぽ よい とい うことにな

る。 この場合 には じめ て第二二 表の第二 区分で計算 してい る売上総利 益率 の

使用が,Matz,Curry,Frank三 氏 の よ うに 無 差 別 の 実 際 数 量 の 和 では な

く,計 算 上 のQ,を 使 用 す る こ とに よって可 能 に な る。

しか し,通 常 の場 合,す べ て の商 品 の売 上総 利 益 率 が 等 しい とい うような

ことは お こらない。む しろ逆 に,売 上 総 利 益 率 の小 さい ものか ら大 きい もの

え転換す る ことに よって,全 体 と して の利 益 を拡 大 す る こ とが一般 的な 目的

であ る。だ とす ると,売 上 が 複 数 の商 品 か ら構成 され ている場合,た だ ちに

平 均 的 な方 法 を 用 い る こ とな く,資 料 が利 用可 能 なか ぎ り,個 々の商 品種 類

につ い て第 二 章 で 展開 した方法を適用すべ きであ る,と 言 うこ とに な る。

い ま,Matz,Curry,Frank三 氏 の例 に つ い て,個 々の商 品 の売 上 総利 益

分 析 を 行 なってみれ ぽつ ぎの よ うにな る。

(1)商 品 別 売 上高 の変 動 分 析

第 二 章 で展 開 した方式の うち,い ず れ を 使 用 して も よいが 最 も詳細 な

S2--Sl='(S3-Sl)十dS1+dP,dQ

式 を使 用 すれ ぽ,

商 品Xに つ い ては
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S1=5.00×8,000=40,000

S2=6。60×10,000==66,000

S3=5.00×10,000=50,000

d-÷(6・6・-5…)一 ・・32

dQ・-10,000-8,000=2,000

で あ る か ら,

S2-Si==(50,000-40,000)十 〇.32×40,000十 〇.32x5×2,000

==10
,000十12,800十3,200

(数 量変動分)(価 格変動分)(数 量 ・価格変動分)

となる。

商品Yに ついては

Si==4.00x7,000=-28,000

S2=・3.50×4,000=14,000

S3=4.00×4,000==16,000

a・-t(3・5-4)一 一 ・・125

dQ=-4,000--7,000=-3,000

で あ る か ら

S2-Sl=(16,000-28,000)-0.125×28,000十 〇.125×4×3,000

==-12
,000-3,500十1,500

(数 量 変 動 分)(価 格 変 動 分)(数 量 ・価 格 変 動 分)

と な る 。

商 品Zに つ い て は

Si==2.60x20,000=52,000

S2=3.00×20,000=60,000

S3=2.60×20,000==52,000

1
(3-2.60)==0.15384=2

.60

∠Q=20,000-20,000=0

で あ る か ら



亀

となる。

以上を報告書の形にま

とめれば,第 二四表のよ

うになる。

② 商品別売上原価 の

変動分析

売上原価の変動分析を

売上高の変動分析 と一致

させ ることにすれば,下

記の方式によることにな

る。

売上細 益分榔 ついて(藤 田)-79--

S,-S、 一(52,000-S2,000)+0.1538×52,000+0.1538×2.60×O

I(5)
=Ol十8

,000十 〇

(数量変動分)(価 格変動分)(数 量 ・価格変動分)

… 売上 高 の増加$2(),oooの 商 品別分 析表

}数 量 変 動 分

商 品X
〃Y
〃Z

噛 格 変 動 分 ・
1商 品X
I〃Y

i〃Z

I

I商 品X
l〃Y

i〃z

t

$10,000

θ12.000

0

数 量 変 動 分 計

$12,800

e3,500

8,000

$17.300

1数 量 ・価 格 変 動 分

$3,200

1,500

0

4.700

価格変動分計

θ$2.000

}全商品の売上高変動合計

C2-Cl==(C3--Ci)十 ψCi十uUidQ

商 品Xに つ い て は

C、。=4.00×S,OOO-132,00・

C2・=4.00×10,000=140,000 「
C3=4.00×10,000判40,000

u・・t(4-4)一 ・

dQ=2,000・

1

であるか ら

(第24表)

C2-C1雷=(40,000-31～,000)十 〇 ×32,000十 〇 ×4・ ×2,000

=8 ,00α 十 〇

(数量変動分)
と な る。I

I

商 品Yに つ い て は 、

C,・ ・3.50×7,000=2袖,500

L

(価格変動分)

22.000

$20,000

十 〇

(数量 ・価格変動分)
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C2=3.50×4,0CK)==14,000

C3=昌3.50×4,000=14,000

1

(3.50-3.50)=0%=3
.50

dQ--3,000

で あ る か ら

C2-C1=(14,000--24,500)十 〇 ×24,500十 〇 ×3.5×(一 一3,000)

==-10
,500十 〇 十 〇

(数 量 変 動 分)(価 格 変 動 分)(数 量 ・価 格 変 動 分)

と な る 。

商 品Zに つ い て は

C1=2.175×20,000-=43,500

C2=2.80×20,000==56,000

C3==2.175×20,000・=43,500

1
(2,80-2.175)=0.2874u==2

.175

dQ=O

で あ る か ら

C2-Cl=・(4・3,500-43,500)十 〇.2874×43,500十 〇.2874×2.175×0

(6)

=0十12 ,500十 〇

(数 量変動分)(価 格変動分)(数 量 ・価格変動分)

となる。

これを報告書の形 にまとめれぽ第二五表のようになる。

しか し,売 上総利益分析は結局のところ商品別売上総利益分析 として行 な

うのが適当であるか ら,第 二四表および第二五表の形 にまとめ るよ りも,第

二六表のように商品種類毎の売上高変動分析 と売上原価変動分析を結合 し,

売上高 と売上原価の数量変動分,価 格変動分,数 量 ・価格変動分の差額(商

品Xに ついて言えば$2,000,$12,800,$3,200)が 売上総利益の差額(商

品Xに ついていえば$18,000)を 構成する関係を明示す る方がす く・れている

と言い うるだろ うg



売上総利益分析について(藤 田)

売上原価の増加$10,000の 商品別分析表

一81一

分

X

Y

Z

動

品

変

〃

〃

量

商

数

$8,000

elO,SOO

O
数量変動分計e$2,500

価 格 変 動 分

商 品X$O
〃YO

〃Z12,500

$12,500

$

分動

X

Y

Z

変格

品

価

〃

〃

・

商

量数

全商品の売上原価変動合計

0

0

0

$0

価格変動分計 12.500

$10,000

(第25表)

X売 上 高

売上 原価

売上総利益

Y売 上 高

売 上 原価

売上総利益

Z売 上 高

売 上 原 価

売上総利益

全 売 上 高

全売上原価

全売上総利益

第2年度 第1年度 差 額

66,000-40,000==26,000

40,000-32,000=8,000

26,000-8,000=18,000

14,000--28,000=-14.OOO

14,000-24,500=-10,500

0-3,500==-3,500

60,000-52,000=8,000

56,000-43,500=12,500

4,000-8,500=-4,500

140,000-120,000=20,000

110,000-100,000・=10,000

30,000-一 『20,000==10,000

(第26表)

格
分
脚
動
λ

価
変
-

0

ooβ12

oo

o

53

oo

oo

oo

邸

即

第

oo54

む

量
分

oo

動

α

数
変

-

oo⑩8

ooゆ2

oo

oo

』

5

12

10

一

一

ooり

0

0

0

数量・価
格変動分
3,200

0

3,200

1,500

0

1,500

0

0

0
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